
【表紙】  

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年11月９日

【中間会計期間】 第63期中(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

【会社名】 日立建機株式会社

【英訳名】 Hitachi Construction Machinery Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 執行役社長　　先崎　正文

【本店の所在の場所】 東京都台東区東上野二丁目16番１号

【電話番号】 (03)5826-8151〔ダイヤルイン〕

【事務連絡者氏名】 法務統括部長　　荒木　雄介

【最寄りの連絡場所】 東京都台東区東上野二丁目16番１号

【電話番号】 (03)5826-8151〔ダイヤルイン〕

【事務連絡者氏名】 法務統括部長　　荒木　雄介

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

半期報告書

 1/30



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第62期

中間連結会計期間
第63期

中間連結会計期間
第62期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上収益 (百万円) 654,051 698,076 1,405,493

税引前中間(当期)利益 (百万円) 60,959 78,800 124,226

中間(当期)利益
(親会社株主持分)

(百万円) 37,750 49,684 73,193

中間(当期)包括利益
(親会社株主持分)

(百万円) 48,161 49,593 130,051

親会社株主持分 (百万円) 834,235 898,047 900,166

総資産額 (百万円) 1,779,160 1,841,642 1,857,321

基本的１株当たり親会社株主に
帰属する中間(当期)利益

(円) 177.46 235.07 344.06

希薄化後１株当たり親会社株主に
帰属する中間(当期)利益

(円) 177.46 235.07 344.06

親会社株主持分比率 (％) 46.9 48.8 48.5

営業活動に関する
キャッシュ・フロー

(百万円) 66,597 52,385 164,223

投資活動に関する
キャッシュ・フロー

(百万円) △22,028 △6,115 △46,728

財務活動に関する
キャッシュ・フロー

(百万円) △63,418 △68,799 △136,322

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 131,032 118,999 141,456
 

(注) １　提出会社は要約中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載していません。

２　上記指標は、国際財務報告基準(以下、「IFRS」という。)により作成された要約中間連結財務諸表及び連結

財務諸表に基づいています。

 
 

２ 【事業の内容】

当連結グループは、提出会社、連結子会社80社及び関連会社21社で構成され、油圧ショベル・超大型油圧ショベ

ル・ホイールローダ等の製造・販売及びこれに関連する部品サービスの販売により建設機械に関連する一連のトータ

ルライフサイクルの提供を主たる目的とした建設機械ビジネスセグメントと、建設機械ビジネスセグメントに含まれ

ないマイニング設備及び機械のアフターセールスにおける部品開発、製造、販売及びサービスソリューションの提供

を主たる目的としたスペシャライズド・パーツ・サービスビジネスセグメントの２つを報告セグメントとしていま

す。

当中間連結会計期間において事業内容の変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

(1) 経営成績に関する説明

当連結グループは、2029年３月期を最終年度とする３カ年の中期経営計画「LANDCROS 2028」のもと、中長期的

には業界トップスリーの地位を築くべく、①北米事業、②中南米事業、③マイニング事業、④部品・サービス事

業、を４つの重点事業として掲げ、今後も持続的な成長と企業価値の向上に取り組んでいます。

 

当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）においては、引き続き中東地域を中心に物流の混乱が

あったほか、世界的にエネルギー価格の高騰や金利高の影響が見られました。一方、北米では公共投資やエネル

ギー関連工事が需要を下支えしたほか、中南米では高水準の資源価格を背景に、ハードロックを中心としたマイニ

ング需要が底堅く推移しました。また、欧州でも前年同期比で需要が回復基調にあります。このような需要環境の

中、部品・サービスを中心とした売上増に加え、為替の円安影響もあり、当中間連結会計期間の売上収益は上期と

して過去最高の6,980億７千６百万円（前年同期比増減率6.7％）となりました。

利益項目については、物流費を中心としたコストの増加があったものの、部品・サービスを中心としたバリュー

チェーン比率の改善や為替の円安影響等が利益を押し上げました。この結果、調整後営業利益（売上収益から、売

上原価並びに販売費及び一般管理費の額を減算して算出した指標）は751億８千６百万円（同25.0％）と増益となり

ました。また、これに伴い親会社株主に帰属する中間利益についても496億８千４百万円（同31.6％）と増益となり

ました。

 

各セグメントの業績は次のとおりです。

 
①　建設機械ビジネス

当中間連結会計期間における売上収益は6,256億８千４百万円（同6.3％）、調整後営業利益は709億１千３百万

円（同30.0％）と前年同期比で増収増益となりました。中南米やインドが伸長したほか、為替の円安影響等もあ

り、業績を押し上げました。

 

②　スペシャライズド・パーツ・サービスビジネス

当事業は、主としてマイニング設備及び機械のアフターセールスにおける部品サービス事業を行うBradken Pty

Limited及びその子会社と、サービスソリューションを提供するH-E Parts International LLC及びその子会社で

構成されています。

当中間連結会計期間における売上収益は、779億８千４百万円（同11.2％）の前年同期比増収であった一方、調

整後営業利益は42億７千３百万円（同△23.9％）と減益になりました。為替の円安影響により売上は増加したも

のの、顧客の投資抑制や競争環境激化により、調整後営業利益は減益となりました。

なお、上記、①②の売上収益については、セグメント間調整前の数値です。
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(2) 財政状態の分析

［資産］

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、3.7％、390億７千８百万円減少し、１兆39億７千３百万円となりま

した。これは主として営業債権が384億１千９百万円減少したことによります。

非流動資産は、前連結会計年度末に比べて、2.9％、233億９千９百万円増加し、8,376億６千９百万円となりま

した。これは主として有形固定資産が75億３千５百万円、その他の金融資産が57億６千万円増加したことにより

ます。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて、0.8％、156億７千９百万円減少し、１兆8,416億４千２百

万円となりました。

［負債］

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、1.2％、75億３千４百万円減少し、6,011億２千７百万円となりまし

た。これは主として社債及び借入金が51億３千６百万円、営業債務及びその他の債務が27億２千２百万円減少し

たことによります。

非流動負債は、前連結会計年度末に比べて、1.2％、35億７千５百万円減少し、2,894億１千５百万円となりま

した。これは主としてリース負債が16億７千９百万円増加したものの、社債及び借入金が46億８千７百万円減少

したことによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、1.2％、111億９百万円減少し、8,905億４千２百万円とな

りました。

［資本］

資本合計は、前連結会計年度末に比べて、0.5％、45億７千万円減少し、9,511億円となりました。これは主とし

て利益剰余金が281億４千４百万円増加した一方、自己株式が305億４千万円増加したことによります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況に関する分析

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は1,189億９千９百万円となり、当連結会計年度期首より224億

５千７百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

［営業活動に関するキャッシュ・フロー］

当中間連結会計期間の営業活動に関するキャッシュ・フローは、中間利益547億２千３百万円をベースに、減価償

却費346億８千７百万円、売掛金、受取手形及び契約資産の減少390億３千万円を計上する一方、棚卸資産の増加146

億８百万円、買掛金及び支払手形の減少51億９千６百万円、法人所得税の支払204億３千７百万円等の計上がありま

した。

この結果、当中間連結会計期間は523億８千５百万円の収入となり、前中間連結会計期間に比べて収入が142億１

千２百万円減少しました。

［投資活動に関するキャッシュ・フロー］

当中間連結会計期間の投資活動に関するキャッシュ・フローは、主として、有形固定資産の売却115億５千万円や

有価証券等（子会社株式を含む）の売却112億９百万円があったものの、有形固定資産の取得211億９千８百万円、

無形資産の取得48億２千２百万円があったことで61億１千５百万円の支出となり、前中間連結会計期間と比べて支

出が159億１千３百万円減少しました。

これにより、営業活動に関するキャッシュ・フローと、投資活動に関するキャッシュ・フローを合計したフ

リー・キャッシュ・フローは462億７千万円の収入となりました。

［財務活動に関するキャッシュ・フロー］

当中間連結会計期間の財務活動に関するキャッシュ・フローは、主として、自己株式の取得305億７千３百万円や

配当金の支払（非支配持分株主への配当金を含む）257億３千６百万円等により687億９千９百万円の支出となり、

前中間連結会計期間と比べて支出が53億８千１百万円増加しました。
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(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当連結グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、174億２百万円です。

セグメントごとの研究開発活動を示すと次のとおりです。

①　建設機械ビジネス

当中間連結会計期間において、建設機械ビジネスの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

当中間連結会計期間の建設機械ビジネスにおける研究開発費は、168億９百万円です。

当中間連結会計期間の主な開発成果は次のとおりです。

遠隔操作油圧ショベル「RBTシリーズ」

中型ホイールローダZW310S-7

 

②　スペシャライズド・パーツ・サービスビジネス

当中間連結会計期間において、スペシャライズド・パーツ・サービスビジネスの研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。

当中間連結会計期間のスペシャライズド・パーツ・サービスビジネスにおける研究開発費は、５億９千３百万

円です。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに締結、変更または終了した重要な契約は、次のとおりです。

 
(1)新たに締結した重要な契約

該当事項はありません。

 
(2)変更した重要な契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間

日立建機株式会社
(注)

Ideagen plc
Environsuite Limited

オーストラリ
ア

環境モニタリング分
野での協業

2026年４月１日から2028
年３月31日まで

 

(注)契約当事者にIdeagen plcを追加し、契約期間を変更しました。

 
(3)終了した重要な契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約終了日

日立建機株式会社 株式会社日立製作所 日本 移行サービス契約 2026年８月22日
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 700,000,000

計 700,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2026年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 215,115,038 215,115,038
東京証券取引所
プライム市場

完全議決権株式で、権利
内容に何ら限定のない提
出会社における標準とな
る株式であり、単元株式
数は、100株です。

計 215,115,038 215,115,038 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 215,115,038 ― 81,577 ― 81,084
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

HCJIホールディングス株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 55,290 26.66

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１号
赤坂インターシティAIR

28,999 13.98

シトラスインベストメント合同
会社

東京都港区北青山二丁目５番１号 15,740 7.59

株式会社日本カストディ銀行(信
託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号 13,064 6.30

JPモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号
東京ビルディング

5,633 2.72

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT
(常任代理人 株式会社三菱UFJ銀
行)

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NEW YORK
10286 U.S.A.
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号)

3,027 1.46

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区虎ノ門二丁目６番１号
虎ノ門ヒルズステーションタワー

2,537 1.22

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG
S.A. 385598
(常任代理人 株式会社みずほ銀
行 決済営業部)

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6,
ROUTE DE TREVES, L-2633 SENNINGERBERG,
LUXEMBOURG
(東京都港区港南二丁目15番１号 品川イン
ターシティA棟)

2,269 1.09

モルガン・スタンレーMUFG証券
株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番７号
大手町フィナンシャルシティサウスタワー

2,264 1.09

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
(常任代理人 株式会社みずほ銀
行 決済営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南二丁目15番１号 品川イン
ターシティA棟)

2,257 1.09

計 ― 131,079 63.20
 

(注) １　提出会社は、自己株式(7,742千株)を所有していますが、上記の大株主より除いています。

２　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　28,999千株

株式会社日本カストディ銀行(信託口)　　　　　　　　　　　13,064千株

３　2023年12月６日付で以下の株券等の大量保有の状況に関する報告書が公衆の縦覧に供されているものの、提

出会社として当中間会計期間末現在における実質所有状況の確認ができないため、上記大株主の状況には含

めていません。

なお、その報告書の主な内容は次のとおりです。
 

保有者 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社　他１名

報告義務発生日 2023年11月30日

保有株券等の数 8,893,000株

保有割合 4.13％
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４　2026年10月７日付で以下の株券等の大量保有の状況に関する報告書が公衆の縦覧に供されているものの、提

出会社として当中間連結会計期間末現在における実質所有状況の確認ができないため、上記大株主の状況に

は含めていません。

なお、その報告書の主な内容は次のとおりです。
 

保有者 野村アセットマネジメント株式会社　他２名

報告義務発生日 2026年９月30日

保有株券等の数 15,963,266株

保有割合 7.42％
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 7,741,900

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,071,772 ―
207,177,200

単元未満株式
普通株式

― ―
195,938

発行済株式総数 215,115,038 ― ―

総株主の議決権 ― 2,071,772 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株(議決権の数16個)含まれて

います。

２　「単元未満株式」の欄には、自己名義の株式が57株含まれています。

 

② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日立建機株式会社

東京都台東区東上野二丁
目16番１号

7,741,900 - 7,741,900 3.60

計 ― 7,741,900 - 7,741,900 3.60
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は次の通りです。

(1)　取締役の状況

①　新任取締役

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)
就任年月日

社外取締役 都梅　博之 1960年３月28日生

1982年４月 伊藤忠商事株式会社入社

2014年４月 執行役員

2016年４月 常務執行役員

2019年４月 機械カンパニー　プレジデント

2022年４月 専務執行役員

2022年６月 代表取締役　専務執行役員

2023年４月 代表取締役　副社長執行役員(現

任)

2025年４月 機械カンパニー　プレジデント兼

COO補佐(現任)

2026年６月 提出会社　社外取締役(現任)

(注) ―
2026年

６月29日

 

(注)取締役の任期は2026年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会の終結の時ま

でです。

 
②　退任取締役

役職 氏名 退任年月日

社外取締役
監査委員

藤澤　健 2026年６月29日

社外取締役
指名委員
報酬委員

馬上　英実 2026年６月29日

 

 
③　役職の異動

2026年６月29日開催の取締役会をもって、各委員会の委員を以下の通り決定しました。

a. 指名委員会

委員長　奥原　一成（独立社外取締役）

委員　　伊藤　正明（独立社外取締役）

委員　　菊池　きよみ（独立社外取締役）

委員　　平野　耕太郎（取締役）

b. 監査委員会

委員長　岡　俊子（独立社外取締役）

委員　　伊藤　正明（独立社外取締役）

委員　　奥原　一成（独立社外取締役）

委員　　菊池　きよみ（独立社外取締役）

c. 報酬委員会

委員長　奥原　一成（独立社外取締役）

委員　　伊藤　正明（独立社外取締役）

委員　　岡　俊子（独立社外取締役）

委員　　先崎　正文（取締役）

 
(2)　執行役の状況

該当事項はありません。

 
(3)　異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性24名　女性2名　（役員のうち女性の比率7.7％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

提出会社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下

「IAS第34号」という。)に準拠して作成しています。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 
２．監査証明について

提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９

月30日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人の期中レビューを受けています。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

   (単位：百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部    

流動資産    

現金及び現金同等物  141,456 118,999

営業債権 13 296,424 258,005

契約資産  937 659

棚卸資産  541,224 562,832

未収法人所得税  5,538 2,930

その他の金融資産 13 27,418 32,780

その他の流動資産  19,257 27,623

小計  1,032,254 1,003,828

売却目的で保有する資産  10,797 145

流動資産合計  1,043,051 1,003,973

非流動資産    

有形固定資産  492,584 500,119

使用権資産  67,201 70,753

無形資産  49,050 50,631

のれん  63,809 63,075

持分法で会計処理されている投資  29,133 30,551

営業債権 13 46,146 45,074

繰延税金資産  26,882 28,962

その他の金融資産 13 30,693 36,453

その他の非流動資産  8,772 12,051

非流動資産合計  814,270 837,669

資産の部合計  1,857,321 1,841,642
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   (単位：百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 13 233,711 230,989

リース負債  11,715 13,915

契約負債  13,922 13,854

社債及び借入金 12,13 316,159 311,023

未払法人所得税等  11,717 14,751

その他の金融負債 13 16,159 11,498

その他の流動負債  4,285 5,097

小計  607,668 601,127

売却目的で保有する資産に直接関連する負債  993 －

流動負債合計  608,661 601,127

非流動負債    

営業債務及びその他の債務 13 1,215 839

リース負債  59,254 60,933

契約負債  8,924 9,363

社債及び借入金 12,13 181,407 176,720

退職給付に係る負債  22,099 22,352

繰延税金負債  13,868 13,953

その他の金融負債 13 1,712 650

その他の非流動負債  4,511 4,605

非流動負債合計  292,990 289,415

負債の部合計  901,651 890,542

資本の部    

親会社株主持分    

資本金  81,577 81,577

資本剰余金  75,863 75,965

利益剰余金  614,725 642,869

その他の包括利益累計額  130,998 131,173

自己株式 10 △2,997 △33,537

親会社株主持分合計  900,166 898,047

非支配持分  55,504 53,053

資本の部合計  955,670 951,100

負債・資本の部合計  1,857,321 1,841,642
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

   (単位：百万円)

 
注記
番号

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

売上収益 ６、７ 654,051 698,076

売上原価  △456,181 △468,139

売上総利益  197,870 229,937

販売費及び一般管理費  △137,722 △154,751

その他の収益 ８ 10,796 16,065

その他の費用  △3,232 △2,883

営業利益  67,712 88,368

金融収益  3,017 2,984

金融費用  △11,554 △15,143

持分法による投資損益  1,784 2,591

税引前中間利益  60,959 78,800

法人所得税費用  △18,744 △24,077

中間利益  42,215 54,723

    

中間利益の帰属    

親会社株主持分  37,750 49,684

非支配持分  4,465 5,039

中間利益  42,215 54,723

    
基本的１株当たり親会社株主に帰属する中間利
益（円）

11 177.46 235.07

希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する中間
利益（円）

11 177.46 235.07
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【要約中間連結包括利益計算書】

   (単位：百万円)

 
注記
番号

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

中間利益  42,215 54,723

その他の包括利益    

純損益に組み替えられない項目    

その他の包括利益を通じて測定する
金融資産の公正価値の純変動額

 1,881 1,685

確定給付制度の再測定  112 △394

純損益に組み替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  9,624 △2,266

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
純変動額

 △221 △172

持分法のその他の包括利益  △436 527

その他の包括利益合計  10,960 △620

中間包括利益合計  53,175 54,103

親会社株主持分  48,161 49,593

非支配持分  5,014 4,510
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

      (単位：百万円)

 

注記
番号

親会社株主持分

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の包括利益累計額

 
確定給付制
度の再測定

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ
ジの公正価
値の純変動
額

2025年４月１日  81,577 75,768 580,257 2,286 9,965 △195

中間利益    37,750    

その他の包括利益     111 1,881 △230

中間包括利益  － － 37,750 111 1,881 △230

自己株式の取得 10       

支払配当金 ９   △23,397    

株式報酬取引   95     

利益剰余金への振替    628  △628  

持分所有者との取引合計  － 95 △22,769 － △628 －

2025年９月30日  81,577 75,863 595,238 2,397 11,218 △425
 

 

      (単位：百万円)

 

注記
番号

親会社株主持分

非支配持分
資本の部
合計

 その他の包括利益累計額

自己株式 合計
 

在外営業活
動体の換算
差額

合計

2025年４月１日  62,712 74,768 △3,033 809,337 48,615 857,952

中間利益   －  37,750 4,465 42,215

その他の包括利益  8,649 10,411  10,411 549 10,960

中間包括利益  8,649 10,411 － 48,161 5,014 53,175

自己株式の取得 10  － △3 △3  △3

支払配当金 ９  －  △23,397 △6,832 △30,229

株式報酬取引   － 42 137  137

利益剰余金への振替   △628  －  －

持分所有者との取引合計  － △628 39 △23,263 △6,832 △30,095

2025年９月30日  71,361 84,551 △2,994 834,235 46,797 881,032
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

      (単位：百万円)

 

注記
番号

親会社株主持分

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の包括利益累計額

 
確定給付制
度の再測定

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ
ジの公正価
値の純変動
額

2026年４月１日  81,577 75,863 614,725 2,988 12,145 △53

中間利益    49,684    

その他の包括利益     △390 1,685 △223

中間包括利益  － － 49,684 △390 1,685 △223

自己株式の取得 10  △2     

支払配当金 ９   △21,274    

株式報酬取引   104     

利益剰余金への振替    △266  266  

持分所有者との取引合計  － 102 △21,540 － 266 －

2026年９月30日  81,577 75,965 642,869 2,598 14,096 △276
 

 

      (単位：百万円)

 

注記
番号

親会社株主持分

非支配持分
資本の部
合計

 その他の包括利益累計額

自己株式 合計
 

在外営業活
動体の換算
差額

合計

2026年４月１日  115,918 130,998 △2,997 900,166 55,504 955,670

中間利益   －  49,684 5,039 54,723

その他の包括利益  △1,163 △91  △91 △529 △620

中間包括利益  △1,163 △91 － 49,593 4,510 54,103

自己株式の取得 10  － △30,571 △30,573  △30,573

支払配当金 ９  －  △21,274 △6,961 △28,235

株式報酬取引   － 31 135  135

利益剰余金への振替   266  －  －

持分所有者との取引合計  － 266 △30,540 △51,712 △6,961 △58,673

2026年９月30日  114,755 131,173 △33,537 898,047 53,053 951,100
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

   (単位：百万円)

 
注記
番号

前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

中間利益  42,215 54,723

減価償却費  33,741 34,687

無形資産償却費  4,773 5,191

減損損失  12 450

事業再編等損益  1,720 △1,407

法人所得税費用  18,744 24,077

持分法による投資損益  △1,784 △2,591

固定資産売却等損益  △113 △10,993

金融収益  △3,017 △2,984

金融費用  11,554 15,143

売掛金、受取手形及び契約資産の増減  29,507 39,030

ファイナンス・リース債権の増減  365 △1,064

棚卸資産の増減  △248 △14,608

買掛金及び支払手形の増減  △14,242 △5,196

退職給付に係る負債の増減  501 545

その他  △40,461 △59,138

小計  83,267 75,865

利息の受取  2,736 2,512

配当金の受取  1,583 991

利息の支払  △7,690 △7,948

法人所得税の支払  △19,779 △20,437

保険金の受取額  6,480 1,402

営業活動に関するキャッシュ・フロー  66,597 52,385

有形固定資産の取得  △19,671 △21,198

有形固定資産の売却  188 11,550

無形資産の取得  △4,118 △4,822

有価証券及びその他の金融資産（子会社及び持
分法で会計処理されている投資を含む）の取得

 △513 △830

有価証券及びその他の金融資産（子会社及び持
分法で会計処理されている投資を含む）の売却

 2,087 11,209

短期貸付金の増減  △5 11

長期貸付金の回収  15 15

定期預金の預入による支出  － △2,043

その他  △11 △7

投資活動に関するキャッシュ・フロー  △22,028 △6,115

短期借入金の増減  △20,785 △3,903

社債及び長期借入金による調達 12 6,468 8,093

社債及び長期借入金の返済 12 △11,680 △9,694

リース負債の返済  △6,361 △6,986

配当金の支払 ９ △23,379 △21,265

非支配持分株主への配当金の支払  △5,081 △4,471

非支配持分株主への有償減資による支出  △2,597 －

自己株式の取得による支出 ５、10 △3 △30,573

財務活動に関するキャッシュ・フロー  △63,418 △68,799

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響  2,745 72

現金及び現金同等物の増減  △16,104 △22,457

現金及び現金同等物期首残高  147,136 141,456

現金及び現金同等物期末残高  131,032 118,999
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【要約中間連結財務諸表注記】

注１．報告企業

日立建機株式会社(以下、提出会社)は日本に拠点を置く株式会社であり、その株式を公開しています。提出会社

の要約中間連結財務諸表は、提出会社及び連結子会社、並びにその関連会社及び共同支配企業に対する持分により

構成されています。提出会社及び連結子会社からなる企業集団は、建設機械の製造・販売・サービス・レンタル事

業を展開しており、建設機械ビジネスセグメントとスペシャライズド・パーツ・サービスビジネスセグメントの２

つを報告セグメントとしています。

 
注２．作成の基礎

提出会社は、連結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしている

ことから、同第312条の規定を適用しています。提出会社の要約中間連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成して

おり、連結会計年度の連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財

務諸表と併せて利用されるべきものです。

要約中間連結財務諸表は提出会社の機能通貨である日本円により百万円単位で表示されています。また、日本円

建てで表示しているすべての財務情報は百万円未満を四捨五入しています。

 
注３．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

提出会社の要約中間連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに中間連結会計期間末日現在の偶

発事象の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおり、これらの見積り及び仮定は過去の実績及び中間連

結会計期間末日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいていま

す。しかしその性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計期間及

び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

当要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度の連結財務諸表と同様

です。

 
注４．重要性のある会計方針

当要約中間連結財務諸表において適用する主要な会計方針は、前連結会計年度において適用した会計方針と同一

です。

 

法人所得税費用については、当連結会計年度の税引前中間利益に対する実効税率を永久差異・税額控除・繰延税

金資産に係る評価減等を考慮して合理的に見積り、税引前中間利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

 
注５．表示方法の変更

（要約中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において、財務活動に関するキャッシュ・フローの「その他」に含めていた「自己株式の取

得による支出」は金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記しています。この表示方法の変更

を反映させるため、前中間連結会計期間の要約中間連結財務諸表の組替えを行っています。

この結果、前中間連結会計期間の要約中間連結キャッシュ・フロー計算書において、財務活動に関するキャッ

シュ・フローの「その他」として表示していた△３百万円は、「自己株式の取得による支出」として組み替えてい

ます。

 

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

半期報告書

18/30



 

注６．セグメント情報

①　報告セグメントの概要

事業セグメントは、独立した財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び

業績の検討のため、定期的に評価を行う対象とする当連結グループの構成単位です。報告セグメントは事業セグメ

ントを基礎に決定しています。

当連結グループは、製品及びサービスの性質、顧客の類型又は種類等及び経済的特徴の類似性を総合的に勘案

し、報告セグメントを、油圧ショベル、超大型油圧ショベル、ホイールローダ等の製造、販売及びこれに関連する

部品サービスの販売により建設機械に関連する一連のトータルライフサイクルの提供を主たる目的とした建設機械

ビジネスセグメントと、建設機械ビジネスセグメントに含まれないマイニング設備及び機械のアフターセールスに

おける部品開発、製造、販売及びサービスソリューションの提供を主たる目的としたスペシャライズド・パーツ・

サービスビジネスセグメントの２区分に集約化しています。

 

②　報告セグメントの収益、損益及びその他の項目

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント

調整額
(注２，３)

要約中間
連結財務諸表
計上額 

建設機械
ビジネス

スペシャライ
ズド・パー
ツ・サービス
ビジネス

合計

売上収益      

外部顧客への売上収益 588,422 65,629 654,051 － 654,051

セグメント間の売上収益 40 4,498 4,538 △4,538 －

合計 588,462 70,127 658,589 △4,538 654,051

セグメント利益(注１) 62,075 5,637 67,712 － 67,712

金融収益 － － － 3,017 3,017

金融費用 － － － △11,554 △11,554

持分法による投資損益 1,784 － 1,784 － 1,784

税引前中間利益 63,859 5,637 69,496 △8,537 60,959
 

(注１) セグメント利益は営業利益で表示しています。

(注２) 調整額は、セグメント間取引消去額、及び事業セグメントに帰属しない全社に係る金額です。

(注３) セグメント間取引は独立企業間価格で行っています。
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当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント

調整額
(注２，３)

要約中間
連結財務諸表
計上額 

建設機械
ビジネス

スペシャライ
ズド・パー
ツ・サービス
ビジネス

合計

売上収益      

外部顧客への売上収益 625,554 72,522 698,076 － 698,076

セグメント間の売上収益 130 5,462 5,592 △5,592 －

合計 625,684 77,984 703,668 △5,592 698,076

セグメント利益(注１) 84,151 4,217 88,368 － 88,368

金融収益 － － － 2,984 2,984

金融費用 － － － △15,143 △15,143

持分法による投資損益 2,591 － 2,591 － 2,591

税引前中間利益 86,742 4,217 90,959 △12,159 78,800
 

(注１) セグメント利益は営業利益で表示しています。

(注２) 調整額は、セグメント間取引消去額、及び事業セグメントに帰属しない全社に係る金額です。

(注３) セグメント間取引は独立企業間価格で行っています。
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注７．収益認識

①　収益の分解

当連結グループの売上収益は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当連結グループの報告セグメント

を地域別に分解した場合の内訳は、以下のとおりです。

 

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

   (単位：百万円)

 
建設機械
ビジネス

スペシャライズド・パー
ツ・サービス
ビジネス

売上収益合計

日本 100,420 154 100,574

米州 130,879 29,155 160,034

欧州 91,947 409 92,356

ロシア・CIS・アフリカ・中近東 67,149 4,343 71,492

アジア・大洋州 185,880 31,446 217,326

中国 12,147 122 12,269

合計 588,422 65,629 654,051
 

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

   (単位：百万円)

 
建設機械
ビジネス

スペシャライズド・パー
ツ・サービス
ビジネス

売上収益合計

日本 98,339 213 98,552

米州 140,273 31,650 171,923

欧州 99,626 809 100,435

ロシア・CIS・アフリカ・中近東 59,135 5,805 64,940

アジア・大洋州 216,144 33,580 249,724

中国 12,037 465 12,502

合計 625,554 72,522 698,076
 

 
②　履行義務の充足に関する情報

各報告セグメントの主な製品・サービスに対する履行義務に関する情報は以下のとおりです。

 
(建設機械ビジネス)

建設機械ビジネスにおいては、主に油圧ショベル、超大型油圧ショベル、ホイールローダ等の製品、これらに関

連する部品サービスを顧客へ提供しています。

製品及び部品の販売については、販売し顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足されることから、支配

が移転した時点において収益を認識しています。船積み、顧客受領、性能テスト完了等の検収条件は、顧客との契

約や協定等によって決定されます。なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね４ヶ月以内に回収していま

す。履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該債権については、実務

上の便法を採用し、重要な金融要素の調整は行っていません。１年を超えて回収をする取引も一部ありますが、重

要性はありません。
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定期メンテナンス・サービス、及び有償製品保証サービスはサービスの提供が完了した時点で、又はサービスの

提供期間にわたって収益を認識しています。完了報告書受領等の提供するサービスの完了条件は、顧客との契約や

協定等によって決定されます。

なお、取引の対価は、定期メンテナンス・サービスについては通常は１ヶ月から３ヶ月ごとの定額払いとなり、

有償製品保証サービスについては契約期間分を契約時に前払いにて回収しています。履行義務を充足してから対価

を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該債権については、実務上の便法を採用し、重大な金融要

素の調整は行っていません。１年を超えて回収をする取引も一部ありますが、重要性はありません。なお、一部の

顧客との契約において、収益は約束された対価から、値引き及び返品等を控除した金額で測定しています。

 
(スペシャライズド・パーツ・サービスビジネス)

スペシャライズド・パーツ・サービスビジネスにおいては、建設機械ビジネスセグメントに含まれない部品サー

ビス等を顧客へ提供しており、主に製品を販売し顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足されることか

ら、支配が移転した時点において収益を認識しています。

履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該債権については、実務上

の便法を採用し、重大な金融要素の調整は行っていません。１年を超えて回収をする取引も一部ありますが、重要

性はありません。

 
注８．その他の収益

当中間連結会計期間において、保有不動産の適正化の促進を目的として土地売却を実施しており、当該売却に伴

う土地売却益10,986百万円をその他の収益に計上しています。

 
注９．剰余金の配当

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

配当金支払額は、以下のとおりです。

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年５月23日
取締役会

普通株式 23,397 利益剰余金 110 2025年３月31日 2025年５月30日
 

 
基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年10月28日
取締役会

普通株式 15,955 利益剰余金 75 2025年９月30日 2025年12月１日
 

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

配当金支払額は、以下のとおりです。

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年５月25日
取締役会

普通株式 21,274 利益剰余金 100 2026年３月31日 2026年５月29日
 

 
基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年10月29日
取締役会

普通株式 18,664 利益剰余金 90 2026年９月30日 2026年12月1日
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注10．資本金及びその他の資本項目

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

(1) 自己株式の取得

当社は、2026年８月18日開催の取締役会において、普通株式6,420,000株（取得総額340億円）を上限とした自己

株式の取得枠の設定を行う旨を決議しました。この決議に基づき、当中間連結会計期間において自己株式5,386,900

株を305億６千７百万円で取得しました。

 
注11．１株当たり利益情報

基本的１株当たり親会社株主に帰属する中間利益及び希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する中間利益の算定

上の基礎は、以下のとおりです。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

親会社株主に帰属する中間利益(百万円) 37,750 49,684

希薄化後親会社株主に帰属する中間利益の
算定に用いられた中間利益調整額(百万円)

－ －

希薄化後親会社株主に帰属する中間利益(百万円) 37,750 49,684

   

普通株式の加重平均株式数(株) 212,727,552 211,353,931

ストックオプションによる希薄化(株) － －

希薄化後普通株式の加重平均株式数(株) 212,727,552 211,353,931

   

基本的１株当たり親会社株主に帰属する中間利益
（円）

177.46 235.07

希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する中間利益
（円）

177.46 235.07
 

 
注12．社債

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

社債の発行及び償還はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

社債の発行及び償還はありません。
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注13．金融商品

金融商品の公正価値

①　公正価値の測定方法

金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおり決定しています。

 

現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の債務

現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の債務のうち、流動項目は短期間で決済されるため、

帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっています。非流動項目は元利金の合計額を新規に同様の取引を

行った場合に想定される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。

 

その他の金融資産、その他の金融負債

その他の金融資産には主に、未収入金、貸付金等が含まれており、その他の金融負債には主に、預り金等が

含まれています。その他の金融資産のうち、流動項目は短期間で決済されるため、帳簿価額が公正価値の合理

的な近似値となっています。投資有価証券についてはFVTOCIの金融資産として、上場株式は取引所の市場価格

によっています。また、非上場株式は類似企業の市場価格等の観察可能な指標と観察不能な指標を用いた評価

技法等により算定しています。デリバティブについては、FVTPLの金融資産または金融負債として、取引先金融

機関から提示された価格に基づいて算定しています。非支配株主に係る売建プット・オプション負債の公正価

値は、将来キャッシュ・フローを割り引く方法に基づいて算定しています。

 

社債及び借入金

普通社債、借入金については元利金の合計額を新規に同様の借入・発行を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっています。

 

②　償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。なお、帳簿価額が

公正価値の合理的な近似値となっている金融資産及び金融負債は含めていません。また、公正価値の階層(公正

価値のヒエラルキー)についての説明は、「③　公正価値で測定する金融商品」に記載しています。

  (単位：百万円)

区分

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

資産     

営業債権(※１) 342,570 345,162 303,079 305,254

負債     

営業債務及びその他の債務(※２) 234,926 234,966 231,828 231,830

社債及び借入金(※３) 497,566 490,516 487,743 478,434
 

(※１)　営業債権

観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しており、レベル２に分類しています。

(※２)　営業債務及びその他の債務

観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しており、レベル２に分類しています。

(※３)　社債及び借入金

観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しており、レベル２に分類しています。
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③　公正価値で測定する金融商品

以下は、公正価値のヒエラルキーに基づく分類を示しており、使用した指標により測定した公正価値を以下

の３つのレベルに分類しています。

レベル１：同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)市場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１以外の直接または間接的に観察可能な指標を用いて測定した公正価値

レベル３：重要な観察可能でない指標を用いて測定した公正価値

なお、公正価値に複数の指標を使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低いレ

ベルの指標に基づいてレベルを決定しています。

レベル間の振替は各報告期間の期首時点で発生したものとして認識しています。

 

経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおりです。

  (単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTOCI金融資産     

その他の金融資産     

資本性証券 12,234 － 13,368 25,602

FVTPL金融資産     

その他の金融資産     

デリバティブ資産 － 611 － 611

その他の金融資産 － － 464 464

資産合計 12,234 611 13,832 26,677

FVTPL金融負債     

その他の金融負債     

デリバティブ負債 － △3,647 － △3,647

負債合計 － △3,647 － △3,647
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  (単位：百万円)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTOCI金融資産     

その他の金融資産     

資本性証券 13,732 － 14,978 28,710

FVTPL金融資産     

その他の金融資産     

デリバティブ資産 － 2,961 － 2,961

その他の金融資産 － － 462 462

資産合計 13,732 2,961 15,440 32,133

FVTPL金融負債     

その他の金融負債     

デリバティブ負債 － △1,626 － △1,626

負債合計 － △1,626 － △1,626
 

 
レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

期首残高 11,246 13,832

利得及び損失合計 217 923

その他の包括利益 217 923

購入 624 885

売却 △136 △184

その他 △5 △16

期末合計 11,946 15,440
 

 
その他の包括利益に認識した利得及び損失は、FVTOCI金融資産に関するものであり、要約中間連結包括利益

計算書上の「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動額」に含まれています。

 
注14．後発事象

該当事項はありません。

 
注15．要約中間連結財務諸表の承認

本要約中間連結財務諸表は、2026年11月９日に執行役社長先崎正文により承認されています。
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２ 【その他】

(剰余金の配当)

2026年５月25日開催の取締役会において、2026年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、剰

余金の配当(期末)を行うことを次のとおり決議しました。

①　配当財産の種類　　　　　　　　　　　　　　金銭

②　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　21,274百万円

③　株主に対する配当財産の割当てに関する事項　１株当たり配当額　100円

④　当該剰余金の配当がその効力を生ずる日　　　2026年５月29日

また、第63期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年10月29日開催の取締役会にお

いて、2026年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、剰余金の配当(中間)を行うことを次のと

おり決議しました。

①　配当財産の種類　　　　　　　　　　　　　　金銭

②　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　18,664百万円

③　株主に対する配当財産の割当てに関する事項　１株当たり配当額　90円

④　当該剰余金の配当がその効力を生ずる日　　　2026年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月９日

日立建機株式会社

執行役社長　　先崎　正文　殿

 
EY新日本有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　　梨　　洋　　一  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 城　　市　　武　　志  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鐵　　　　　真　　人  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立建機株

式会社の２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２６年４月１日

から２０２６年９月３０日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連

結損益計算書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書

及び要約中間連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第３１２条により規定された国際会計基準第３４号「期中財務報告」に準拠して、日立建機株式

会社及び連結子会社の２０２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第３４号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するため

に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表

の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第３４号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

・ 要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
 

 

(注) １　上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しています。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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